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障害者福祉課 

子ども 家庭課 

 

議案第１０号 

港区児童福祉施設の設備及び運営に関する基準を定める条例等の一部を 

   改正する条例について 

 

国の児童福祉施設の設備及び運営に関する基準（ 昭和２ ３ 年厚生省令第６ ３ 号） 等

の一部改正を踏まえ、 港区児童福祉施設の設備及び運営に関する基準を定める条例等

の一部を改正し ます。  

 

１ 改正理由 

  障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（ 平成１ ７ 年法律

第１ ２ ３ 号） に基づく 障害福祉サービスや報酬については、 ３ 年に一度、 改定が行

われており 、 令和３ 年度から の改定に向けた検討により 、 令和２ 年１ ２ 月１ １ 日、

「 令和３ 年度障害福祉サービス等報酬改定の基本的な方向性について」（ 以下「 方向

性」 と いう 。） が示さ れまし た。  

こ の方向性を踏まえ、 関係省令についても 、 感染症や災害への対応力の強化や医

療的ケア児への支援の推進等、所要の改正を行う こ と と さ れ、令和３ 年１ 月２ ５ 日、

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく 指定障害福

祉サービスの事業等の人員、設備及び運営に関する基準等の一部を改正する省令（ 令

和３ 年厚生労働省令第１ ０ 号） が公布さ れまし た。  

こ れを受けて、児童福祉施設の設備及び運営に関する基準等の一部改正を踏まえ、

港区児童福祉施設の設備及び運営に関する基準を定める条例等の一部を改正するも

のです。  

 

２ 改正条例 

（ １ ）  港区児童福祉施設の設備及び運営に関する基準を定める条例 

（ ２ ）  港区指定障害児通所支援の事業等の人員、 設備及び運営に関する基準等を定め

る条例 

（ ３ ）  港区指定障害児入所施設の人員、 設備及び運営に関する基準等を定める条例 

 

３ 条例改正の概要 

  基準省令の改正内容を踏まえた条例改正の概要は次頁のと おり です。  

なお、 各基準省令の改正内容のう ち、 詳細で具体的な事項については、 区規則に

より 定めるも のと し ます。  
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（ １ ） 港区児童福祉施設の設備及び運営に関する基準を定める条例 

 № 該当箇所 内 容 適 用 

１  第７ 条 

障害児入所施設等における非常災害対策 

（ 非常災害に係る設備の設置、計画の策定、関係機関と の

連絡体制の整備、 職員への周知及び定期的な訓練の実施

の義務化、 地域住民の訓練への参加が得ら れるよう 連携

の努力義務化）  

項新設 

２  
第 １ ３ 条 の

２  

障害児入所施設等における業務継続計画の策定等 

（ 感染症や非常災害発生時の業務継続に向けた計画の策

定、職員への周知、定期的な研修及び訓練の実施等の義務

化）  

条新設 

３  第１ ４ 条 

障害児入所施設等における衛生管理等 

（ 感染症等の発生及びまん延防止に関する 取組の義務

化）  

項新設、  

規則事項 

４  第２ ７ 条 
乳児院における職員 

（ 心理療法担当職員の資格要件の拡充）  
修正 

５  第７ ３ 条 
福祉型児童発達支援センタ ーにおける職員 

（ 医療的ケアを行う 場合の看護職員の配置）  

項及び 

号新設 

６  第８ ０ 条 
児童心理治療施設における職員 

（ 心理療法担当職員の資格要件の拡充）  
修正 

７  第８ ７ 条 
児童自立支援施設における職員 

（ 心理療法担当職員の資格要件の拡充）  
修正 

８  
付 則 第 １ ３

項 

条例の施行の日から 令和６ 年３ 月３ １ 日までの間におけ

る業務継続計画の策定等に係る経過措置（ 第１ ３ 条の２

関連）  

項新設 

９  
付 則 第 １ ４

項 

条例の施行の日から 令和６ 年３ 月３ １ 日までの間におけ

る衛生管理等に係る経過措置（ 第１ ４ 条第３ 項関連）  
項新設 
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（ ２ ） 港区指定障害児通所支援の事業等の人員、 設備及び運営に関する基準等を定め 

る条例 

№ 該当箇所 内 容 適 用 

第３ 条から 第５ ２ 条は指定児童発達支援事業者に係る内容 

１  第３ 条 
指定障害児通所支援事業者の一般原則 

（ 利用者の人権擁護、 虐待防止措置の義務化）  
修正 

２  第６ 条 

指定児童発達支援事業所（ 児童発達支援センタ ーを除く ）

における従業者の配置の基準 

（ 従業者要件から 障害福祉サービス経験者を削除。 医療

的ケアを行う 場合の看護職員の配置）  

修正、  

号新設、  

規則事項 

３  第７ 条 

指定児童発達支援事業所（ 児童発達支援センタ ーに限る）

における従業者の配置の基準 

（ 医療的ケアを行う 場合の看護職員の配置）  

修正、  

号新設、  

規則事項 

４  第１ ３ 条 
児童発達支援管理責任者の責務 

（ テレビ電話等による会議を可能と する）  
修正 

５  第１ ４ 条 運営規程（ 条項ズレ修正）  修正 

６  第１ ５ 条 
勤務体制の確保等 

（ ハラ スメ ント 防止の方針の明確化等の義務化）  
項新設 

７  
第 １ ５ 条 の

２  

業務継続計画の策定等 

（ 感染症や非常災害発生時の業務継続に向けた計画の策

定、 職員への周知、 定期的な訓練の実施等の義務化）  

条新設 

８  第４ ０ 条 

衛生管理等 

（ 感染症等の発生及びまん延防止等に関する取組の義務

化）  

修正、  

規則事項 

９  第４ １ 条 協力医療機関（ 条項ズレ修正）  修正 

１ ０  第４ ２ 条 
掲示 

（ 重要事項の備え置きを可能と する取扱い）  
項新設 

１ １  第４ ３ 条 
身体的拘束等の禁止 

（ 身体的拘束等の適正化を図るための措置の義務化）  

項新設、  

規則事項 

１ ２  第４ ４ 条 
虐待等の禁止 

（ 虐待の発生又はその再発を防止する措置の義務化）  

項新設、  

規則事項 

１ ３  第５ ０ 条 地域と の連携等（ 引用法の制定年号の追加）  修正 

１ ４  第５ ２ 条 

非常災害対策 

（ 地域住民の訓練への参加が得ら れるよう 連携の努力義

務化）  

項新設 
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№ 該当箇所 内 容 適 用 

１ ５  第５ ９ 条 

基準該当児童発達支援事業所における従業者の配置の基

準 

（ 従業者要件から 障害福祉サービス経験者を削除）  

修正 

１ ６  第７ ６ 条 
準用（ 第１ ５ 条の２ を準用する事項に追加及び条項ズレ

修正）  
修正 

１ ７  第７ ８ 条 

指定放課後等デイ サービス事業所における従業者の配置

の基準 

（ 従業者要件から 障害福祉サービス経験者を削除。 医療

的ケアを行う 場合の看護職員の配置）  

修正、  

項新設 

１ ８  第８ ３ 条 準用（ 第１ ５ 条の２ を準用する事項に追加）  修正 

１ ９  第８ ４ 条 準用（ 第１ ５ 条の２ を準用する事項に追加）  修正 

２ ０  第８ ５ 条 

基準該当放課後等デイ サービス事業所の従業者の配置の

基準 

（ 従業者要件から 障害福祉サービス経験者を削除）  

項新設 

２ １  第８ ８ 条 準用（ 第１ ５ 条の２ を準用する事項に追加）  修正 

２ ２  第９ ６ 条 準用（ 第１ ５ 条の２ を準用する事項に追加）  修正 

２ ３  第１ ０ １ 条 
準用（ 第１ ５ 条の２ を準用する事項に追加及び条項ズレ

修正）  
修正 

２ ４  付則第２ 項 

条例の施行の日から 令和４ 年３ 月３ １ 日までの間におけ

る利用者の人権擁護、 身体的拘束等の禁止及び虐待等の

禁止に係る経過措置（ 第３ 条、 第４ ３ 条及び第４ ４ 条関

連）  

項新設 

２ ５  付則第３ 項 

条例の施行の日から 令和６ 年３ 月３ １ 日までの間におけ

る業務継続計画の策定等に係る経過措置（ 第１ ５ 条の２

関連）  

項新設 

２ ６  付則第４ 項 
条例の施行の日から 令和６ 年３ 月３ １ 日までの間におけ

る衛生管理等に係る経過措置（ 第４ ０ 条関連）  
項新設 

２ ７  付則第５ 項 

条例の施行の日から 令和５ 年３ 月３ １ 日までの間におけ

る指定児童発達支援事業所の従業者の配置の基準、 基準

該当児童発達支援事業所の従業者の配置の基準、 指定放

課後等デイ サービス事業所の従業者の配置の基準及び基

準該当放課後等デイ サービス事業所の従業者の配置の基

準に係る経過措置（ 第６ 条、第５ ９ 条、第７ ８ 条及び第８

５ 条関連）  

項新設 
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（ ３ ） 港区指定障害児入所施設の人員、 設備及び運営に関する基準等を定める条例 

№ 該当箇所 内 容 適 用 

１  第３ 条 
指定障害児入所施設の一般原則 

（ 利用者の人権擁護、 虐待防止措置の義務化）  
修正 

２  第５ 条 
従業者の配置の基準 

（ 心理指導担当職員の資格要件の拡充）  
項新設 

３  第８ 条 
児童発達支援管理責任者の責務 

（ テレビ電話等による会議を可能と する）  
修正 

４  第９ 条 運営規程（ 条項ズレ修正）  修正 

５  第１ ０ 条 
勤務体制の確保等 

（ ハラ スメ ント 防止の方針の明確化等の義務化）  
項新設 

６  
第 １ ０ 条 の

２  

業務継続計画の策定等 

（ 感染症や非常災害発生時の業務継続に向けた計画の策

定、 職員への周知、 定期的な訓練の実施等の義務化）  

条新設 

７  第３ ７ 条 

衛生管理等 

（ 感染症等の発生及びまん延防止等に関する取組の義務

化）  

修正、  

規則事項 

８  第３ ８ 条 協力医療機関等（ 条項ズレ修正）  修正 

９  第３ ９ 条 
掲示 

（ 重要事項の備え置きを可能と する取扱い）  
項新設 

１ ０  第４ ０ 条 
身体的拘束等の禁止 

（ 身体的拘束等の適正化を図るための措置の義務化）  

項新設、  

規則事項 

１ １  第４ １ 条 
虐待等の禁止 

（ 虐待の発生又はその再発を防止する措置の義務化）  

項新設、  

規則事項 

１ ２  第４ ９ 条 

非常災害対策 

（ 地域住民の訓練への参加が得ら れるよう 連携の努力義

務化）  

項新設 

１ ３  第５ ７ 条 準用（ 条項ズレ修正）  修正 

１ ４  付則第２ 項 

条例の施行の日から 令和４ 年３ 月３ １ 日までの間におけ

る利用者の人権擁護、 身体的拘束等の禁止及び虐待等の

禁止に係る経過措置（ 第３ 条、 第４ ０ 条及び第４ １ 条関

連）  

項新設 

１ ５  付則第３ 項 

条例の施行の日から 令和６ 年３ 月３ １ 日までの間におけ

る業務継続計画の策定等に係る経過措置（ 第１ ０ 条の２

関連）  

項新設 
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№ 該当箇所 内 容 適 用 

１ ６  付則第４ 項 
条例の施行の日から 令和６ 年３ 月３ １ 日までの間におけ

る衛生管理等に係る経過措置（ 第３ ７ 条関連）  
項新設 

 

４ 施行期日 

  公布の日 


